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平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 19 障害者の一人暮らしを支えるための支援の実態把握に関する調査研究 

補助基準額 ２００万円を上限とする。 

指定課題を設

定する背景・

目的 

障害者総合支援法 3年後の見直し報告書では、今後の取組として、知的

障害者や精神障害者（発達障害含む）などの一人暮らしを定期的な訪問や

随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタ

イミングで適切な支援を行うサービスを新たに位置づけるべきであるこ

とが示された。 

このため、今後このサービスを具体的に制度化すべく、既存の類似事業

における支援内容や提供頻度等について実態把握をし、検討を進めるにあ

たっての基礎資料を得ることを目的とする。 

想定される事

業の手法・内

容 

有識者等で構成された検討委員会を設置し、以下の内容について調査手

法等を検討し考察を加える。 

障害者の一人暮らしや一人暮らしに向けた支援を行っている取り組み

として、 

①「知的障害者や精神障害者（発達障害者を含む。）などの一人暮らしを

定期的な訪問や随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点

から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービス」と類似の支援を行

っている自治体の取り組みや、 

②共同生活援助のサテライト型住居における支援について、自治体や事業

所に対するアンケート調査やヒヤリング調査等を通じてその実態を把握

する。 

求める成果物 

上記の調査結果を踏まえ、利用者に対するサービスの内容、提供頻度、職

員体制、サービス提供している職員のキャリア等の内容を含んだ報告書を

とりまとめる。 

担当課室/ 

担当者 

障害福祉課 地域生活支援推進室 障害福祉専門官（知的障害担当） 

 (内線３０４０) 
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平成 30 年度に「障害者の日常生活を適切に支援できる者による定期的な訪問や随時の対応により、障

害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービス（自立生活援助）」

が創設される。本調査研究事業は、その制度設計に係る具体的な検討のための基礎資料を得ることを目的に、

既存の類似事業における支援従事者の属性、支援の提供体制、利用者の状態像、支援内容や提供頻度

等についての実態を把握するために行った。 

 

１ 調査対象 

 

 地域 事業 根拠 

１ 横浜市 横浜市障害者自立生活アシスタント事業 横浜市の単独事業 

２ 全国 共同生活援助におけるサテライト型住居 法定障害福祉サービス 

３ 長崎県 社会福祉法人南高愛隣会「自立生活援助ワーカー」

の配置によるグループホーム卒業者支援 
法人独自の自主事業 

  

２ 調査方法・調査対象・回収客体数 

  障害者の一人暮らしを支える支援として課題に示されたサテライト型住居に加え、自治体独自の取組とし

て横浜市障害者自立生活アシスタント事業、法人独自の取組として南高愛隣会の取組を調査対象とした。 

第1段階としてA調査：Ｅメールにより調査票を回収する方法により質問紙調査を行い、第2段階として、

協力事業所の中から利用者数と地域特性等を勘案して選んだ 21 事業所に対して、B調査：インタビューシ

ートを用いた半構造化面接によるヒヤリング調査を実施した。 

本調査の調査項目と調査客体数 

 調査名 調査内容 
横浜市
自アシ 

サテライト
型住居 

南高 
愛隣会 

計 

A 調査：質問紙調査（Ｅメールによる回収）     

1 事業所調査 施設種別、事業所の職員数、事業所の実施体

制、職員の勤務形態、職員の属性、所有資格等 40 39 １ 80 か所 

2 利用者調査 利用者の属性、手帳・障害の状況、障害支援区

分、利用開始時点での生活の場、世帯状況、支

給決定されているサービス、利用期間、単身生活

期間、居宅介護の支援量と支援内容等 

784 

（721） 89 24 

897 人 

（834）人 

3 日計表調査 平成 28 年 10 月１日～31 日までの 31 日間の

すべての支援に対する支援内容、支援対象、時間

帯、所要時間、援助方法、定期/随時の区別等 

6,336 2,627 90 9,053 回 

183,102 103,778 2,695 289,575 分 

4 終了者調査 【横浜市自立生活アシスタント事業のみ】 

事業所別、障害別、年度別の終了理由内訳 967 人   967 人 

B 調査：ヒヤリング調査（半構造化面接）     

5 面接調査 地域特性、法人及び事業所としての理念・方針・

考え方、他のサービスとの関係性、事業所特性、

利用者特性 10 10 １ 21 か所 

平成 28 年度 厚生労働省障害者総合福祉推進事業 指定課題 19 

障害者の一人暮らしを支えるための支援の実態把握に関する調査研究（事業要旨） 

（ ）は日計表調査に記載があった人数 
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３ 調査結果と分析 

調査対象の３事業について A：質問紙調査と B：ヒヤリング調査を行い集計した。更に、最もデータが揃っ

た横浜市自立生活アシスタント事業を中心に調査結果を分析し、障害者の一人暮らしを支える支援の実態

を把握し、考察した。 

１ 事業所の実施体制・従事者の属性  

〇横浜市障害者自立生活アシスタント事業（以下、横浜自アシ）は、相談支援事業所等の事業所に委

託をし、障害者支援経験5年以上の専任職員を１名以上配置する形で実施。平均職員数23.4人と

比較的規模が大きく、既に障害者支援の実績がある事業所に委託されていた。 

〇従事者の障害者への支援経験年数の平均は、横浜自アシ11.2年、サテライト型住居8.2年、南高愛

隣会17.1年であり、障害者の地域支援に関わる国家資格者（看護師、作業療法士、理学療法士、社会福

祉士、精神保健福祉士、介護福祉士）の割合は、横浜自アシ 72.2％、サテライト型住居 25.0％、南高愛

隣会0.0％だった。 

２ 利用者の属性  

〇調査対象全体の障害者手帳の保有者は、知的障害 55.1％、精神障害45.4％、身体障害7.4％

（重複あり）で、知的障害と精神障害が主たる対象だった。３事業共通して 30～50代が中心で、40

歳～59歳をピークに 60代以降は少ない。6：4 で男性が多かった。 

〇障害支援区分は、不明の8.1％を除き、未申請28.1％、非該当3.7％、区分１が3.7％、区分２が

24.6％、区分３が 23.2％。未申請～区分３までで全体の 83.3％を占めた。 

３ 支援の実態  

【３事業について】 

 〇時間帯別の所要時間は、横浜自アシは「日中」87.6％、「夜間」11.0％、「深夜早朝」1.4％。サテライ

ト型住居は「日中」33.0％、「夜間」50.8％、「深夜早朝」16.1％。南高愛隣会は「日中」86.1％、

「夜間」13.9％、「深夜早朝」0.0％。  

〇短時間かつ頻回の支援：全援助回数に対する 30分未満の支援の割合は、横浜自アシは77.1％、サ

テライト型住居は 65.4％、南高愛隣会は 73.0％。全体の 97％以上が 120 分未満の援助だった。 

 【横浜市障害者自立生活アシスタント事業について】 

〇所要時間の分布：「面接（来所）」は30分以下で66.0％、「電話・メール等」は5分以下で56.3％、

「訪問」は 60分以下で 73.6％、「同行」は 60分以下で 53.4％、「カンファレンス」は 90 分以下で

77.8％だった。全援助内容は、「助言」92.9％、「代行」7.1％に区別された。 

〇「訪問」での「衣食住」支援は「相談・助言」が「家事援助」の 22.4 倍で、居宅介護とは趣旨が異なる。 

〇「同行」の行先は「医療機関」「行政機関」「買物等」「金融機関」の順で多く、「医療機関」では「通院等

介助」ではできない、診察室内での「コミュニケ―ション支援」が行われていた。 

〇「利用目的達成者等」の割合が高い事業所は、そうではない事業所に比べて、総利用者数も利用目的

達成者数も多く、平均的に利用期間が短いことが推察された。同事業所を障害別で分けると、知的障害

分野では明らかにサービス提供量が多かったが、精神障害分野ではむしろサービス提供量は少なく、逆転

していた。 

  〇総援助回数上位 10％の利用者は、40 事業所中の 31 事業所に広く分布していた。上位 10％利用

者が登録している事業所はそれ以外の事業所に比べると、総援助回数も総所要時間も約 2倍だった。 

 

４ 考察と課題 

 〇施設基準：一人暮らしの障害者を支援するためには、事業所のマネジメントとバックアップ体制を評価する

視点が必要であり、指定基準については一定以上の規模や相談支援の実績等を求めるべきではないか。 

 〇利用期間：目的を明確にした適正な利用期間とするためには、計画相談支援による定期的な見直しが

必要である。 
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第１節 本調査の概要と全体像 

 

  

 

 

本事業では、始めに質問紙調査を行い、次いでヒヤリング調査を行った。 

質問紙調査は、各事業所の下表にある内容の実態を把握することを目的に行った。 

また、ヒヤリング調査は、質問紙調査に回答した事業所に対して、質問紙調査では得ら

れない地域特性や各事業所の理念や事業に対する考え方等の背景や周辺情報を補い、かつ

質問紙調査で定量的に得られた情報を具体的に確認し、調査結果の分析や考察に役立てる

目的で行った。 

 

 

 

表１ 本調査の調査項目 

 調査名 調査内容 

A:質問紙調査 

1 
事業所調査 施設種別、事業所の職員数、事業所の実施体制、職員の勤務形

態、職員の属性、所有資格等 

2 
利用者調査 利用者の属性、手帳・障害の状況、障害支援区分、利用開始時

点での生活の場、世帯状況、支給決定されているサービス、利
用期間、単身生活期間、居宅介護の支援量と支援内容等 

3 
日計表調査 平成 28年 10月１日～31日までの 31日間のすべての支援に対

する支援内容、支援対象、時間帯、所要時間、援助方法、定期/
随時の区別等 

4 
終了者調査 ≪横浜市自立生活アシスタント事業のみ≫ 

事業所別、障害別、年度別の終了理由内訳 

B:ヒヤリング調査 

5 
半構造面接調査 地域特性、法人及び事業所としての理念・方針・考え方、他の

サービスとの関係性、事業所特性、利用者特性 

 

第１章 本調査研究の概要 
 

第１項 本調査の概要 
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図６ 障害者の一人暮らしを支えるための支援の実態調査に関する調査研究の全体像 
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表８ 調査項目と調査客体数 

調査項目と調査客体数 

 調査名 調査内容 
横浜市
自アシ 

サテライト
型住居 

南高 
愛隣会 

計 

A 調査：質問紙調査（Ｅメールによる郵送法）     

1 事業所調査 施設種別、事業所の職員数、事業所の実施体

制、職員の勤務形態、職員の属性、所有資格等 40 39 １ 80 か所 

2 利用者調査 利用者の属性、手帳・障害の状況、障害支援区

分、利用開始時点での生活の場、世帯状況、支

給決定されているサービス、利用期間、単身生活

期間、居宅介護の支援量と支援内容等 

784 

（721） 89 24 

897 人 

（834）人 

3 日計表調査 平成 28 年 10 月１日～31 日までの 31 日間の

すべての支援に対する支援内容、支援対象、時間

帯、所要時間、援助方法、定期/随時の区別等 

6,336 2,627 90 9,053 回 

183,102 103,778 2,695 289,575 分 

4 終了者調査 【横浜市自立生活アシスタント事業のみ】 

事業所別、障害別、年度別の終了理由内訳 967 人   967 人 

B 調査：ヒヤリング調査（半構造面接）     

5 面接調査 地域特性、法人及び事業所としての理念・方針・

考え方、他のサービスとの関係性、事業所特性、

利用者特性 10 10 １ 21 か所 

（ ）内は日計票調査に記載があった人数 
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 事業別の利用者の属性の割合である。横浜市障害者自立生活アシスタント事業は、知的

障害者 52.9％、精神障害者 48.1％、身体障害者 7.8％、障害支援区分申請者が 60.2％であ

る。サテライト型住居は、知的障害者 64.0％、精神障害者 31.5％、身体障害者 4.5％、障

害支援区分申請者が 87.6％である。南高愛隣会は、知的障害者 91.7％、精神障害者 8.3％、

身体障害者 4.2％、障害支援区分申請者が 91.7％である。 

 

表９ 調査対象別 障害種別及び障害支援区分認定者の割合 

 

（人）

133 25.8% 380 73.6% 3 0.6% 516 100.0%

784 87.4% 89 9.9% 24 2.7% 897 100.0%

721 86.5% 89 10.7% 24 2.9% 834 100.0%

967 100.0% 967 100.0%

最重度 5 0.6% 0.0% 0 0.0% 5 0.6%

重度 30 3.8% 0.0% 2 8.3% 32 3.6%

中度 186 23.7% 64.0% 10 41.7%

軽度 194 24.7% 0.0% 10 41.7%

合計 415 52.9% 57 64.0% 22 91.7% 494 55.1%

なし 369 47.1% 32 36.0% 2 8.3% 403 44.9%

計 784 100.0% 89 100.0% 24 100.0% 897 100.0%

１級 41 5.2% 3 3.4% 0 0.0% 44 4.9%

２級 260 33.2% 24 27.0% 2 8.3% 286 31.9%

３級 76 9.7% 1 1.1% 0 0.0% 77 8.6%

合計 377 48.1% 28 31.5% 2 8.3% 407 45.4%

なし 407 51.9% 61 68.5% 22 91.7% 490 54.6%

計 784 100.0% 89 100.0% 24 100.0% 897 100.0%

１級 11 1.4% 0 0.0% 0 0.0% 11 1.2%

２級 12 1.5% 2 2.2% 0 0.0% 14 1.6%

３級 21 2.7% 1 1.1% 0 0.0% 22 2.5%

４級 11 1.4% 0 0.0% 0 0.0% 11 1.2%

５級 3 0.4% 1 1.1% 0 0.0% 4 0.4%

６級 3 0.4% 0 0.0% 1 4.2% 4 0.4%

合計 61 7.8% 4 4.5% 1 4.2% 66 7.4%

なし 723 92.2% 85 95.5% 23 95.8% 831 92.6%

計 784 100.0% 89 100.0% 24 100.0% 897 100.0%

未申請 239 30.5% 11 12.4% 2 8.3% 252 28.1%

非該当 17 2.2% 14 15.7% 2 8.3% 33 3.7%

区分１ 21 2.7% 12 13.5% 0 0.0% 33 3.7%

区分２ 183 23.3% 27 30.3% 11 45.8% 221 24.6%

区分３ 183 23.3% 18 20.2% 7 29.2% 208 23.2%

区分４ 53 6.8% 7 7.9% 1 4.2% 61 6.8%

区分５ 14 1.8% 0 0.0% 1 4.2% 15 1.7%

区分６ 1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

合計 472 60.2% 78 87.6% 22 91.7% 572 63.8%

不明 73 9.3% 0 0.0% 0 0.0% 73 8.1%

計 784 100.0% 89 100.0% 24 100.0% 897 100.0%

障
害
支
援
区
分

57 457 50.9%

精
神
保
健

福
祉
手
帳

身
体
障
害
者
手
帳

日計表調査

終了者調査

療
育
手
帳

0

総
人
数

事業所調査

利用者調査

自立生活
アシスタント事業

サテライト型
グループホーム

南高愛隣会 全体

第３項 事業別 障害種別及び障害支援区分の内訳 
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第１節 調査対象 

 

 指定課題 19は、 

①「知的障害者や精神障害者（発達障害者を含む。）などの一人暮らしを定期的な訪問

や随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミング

で適切な支援を行うサービス」と類似の支援を行っている自治体の取り組みと、 

②共同生活援助のサテライト型住居における支援について、自治体や事業所に対するア

ンケート調査やヒヤリング調査等を通じてその実態を把握すること、とされている。 

 

本事業では、①については、社会保障審議会障害者部会でも類似事業として例示され

た「横浜市障害者自立生活アシスタント事業」を調査対象に選んだ。 

更に３つめの事業として、 

③長崎県の社会福祉法人南高愛隣会の取り組みを調査対象として加えた。 

 

（社福）南高愛隣会では、長年、「誰のための福祉か」を追求し、共同生活援助（グル

ープホーム）から卒業した人の一人暮らしや、利用者自身が「一緒に暮らしたい」と望む、

愛する人との共同生活を始める人を支援しており、平成 28年度から法人独自で、グループ

ホームの利用を終了した人への支援を自主事業として開始していた。 

「自立生活援助」が開始すれば、（社福）南高愛隣会の取組は、法人が主体になるとい

う点で、最も典型的な「グループホームの利用を終了したい人が一人暮らしや二人暮らし

等に移行する」流れを作るモデルとなると考えられる。 

本章では、調査対象である３事業について、それぞれの事業内容について説明する。 

 

  

 地域 事業名 根拠 

１ 神奈川県

横浜市 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業 横浜市単独事業 

２ 全国 共同生活援助におけるサテライト型住居 法定障害福祉サービス 

３ 長崎県 「自立生活援助ワーカー」の配置によるグル

ープホーム卒業者支援 

社会福祉法人南高愛隣会

独自の自主事業 

 

 

第２章 調査対象 
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第２節 横浜市障害者自立生活アシスタント事業 

 

 

 

 横浜市障害者自立生活アシスタント事業（以下、アシスタント事業）は、在宅の知的

障害者を対象にして、平成 13 年に横浜市単独事業として開始された。徐々に事業所数

と対象となる障害を増やし、平成 27 年４月時点で実施事業所数 38 か所、平成 27 年度

実利用者数 926人となっている。（資料３） 

以下の（資料２ 障害者自立生活アシスタント事業 事業概要）の事業の目的に「施

設の専門性を活かし」とあるように、実際の支援の内容、提供方法、提供頻度、所要時

間等はかなりその事業所の裁量に任されており、事業所毎に独自の手法で展開されてい

る。 

以下は、事業の概要等からの引用である。詳細については、添付の参考資料を確認さ

れたい。 

 

 

 

この事業は、障害者地域活動ホーム（横浜市単独事業）、精神障害者生活支援セン

ター（横浜市単独事業）、障害者施設等に配置した自立生活アシスタント（以下、「ア

シスタント」）が、施設の専門性を活かし、障害の特性を踏まえた生活力、社会適応

力を高めるための支援を行うことにより、単身等で生活する障害者の地域生活を維持

することを目的としている。 

 

 

 

事業開始年度 平成13年度 

平成19年度より精神障害者へ支援開始 

平成22年度より発達障害者、高次脳機能障害者へ支援開始 

 

 

 

次のいずれかに該当する障害者 

１ 単身者 

２ 同居家族の障害、高齢化、長期にわたる病気等で日常生活の支援を受けられな

い者 

３ 家族と同居又はグループホームに入居しているが、アシスタントの支援を利用

しながら、単身生活等への移行を希望する者 

 

 

第１項 経緯 

第２項 事業の目的 

第３項 事業開始年度 

第４項 支援対象者 
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 アシスタントの支援は、大きく分けて「訪問による支援」と「コミュニケーション支

援」の２つに分かれる。どちらも「障害の特性を踏まえた」「生活力、社会適応力を高

めるための支援」を行うとされている。 

 

 

 

アシスタントによる支援の対象地域は、横浜市内の実施事業所の所在区および近隣区

を原則とし、事業所ごとに対象地域を設定することになっている。（対象地域外の方を

拒むものではない。） 

 

 

  

各区福祉保健センターまたは各事業所へ相談し、アシスタントに支援を依頼したい内

容を話し合った上で、利用申請を行う。各事業所は支援を希望する方の申請に基づき、

利用者の登録を行う。 

 

 

１施設あたりの登録者数は概ね25人程度とされている。 

第５項 支援内容 

第６項 支援の対象地域 

第７項 利用手続き 

第８項 登録者数 
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資料１ 関係機関への事業紹介パンフレット 

 

 
 

  



9 

 

資料２ 障害者自立生活アシスタント事業 事業概要 
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資料２ 続き 
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資料３ 平成27年度障害者自立生活アシスタント事業 事業実績 
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資料４ 障害者自立生活アシスタント事業 年表 
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資料５ 横浜市健康福祉局 事業説明資料 
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第３章 横浜市障害者自立生活アシスタント事業 

 

 

 

 この章では、横浜市障害者自立生活アシスタント事業について、「利用終了者調査」の結

果をとおして事業効果を整理するとともに、事業所の特性ごとに「日計表調査」を集計し、

事業やその援助内容の特徴についての整理と考察を行う。 

 

≪参考≫アシスタント事業は以下の実施体制で実施されている。 

 
 

 

 

平成 27 年 4 月時点で、横浜市障害者自立生活アシスタント事業（以下、アシスタント事

業）を受託していた事業所（39 か所）に対して「利用終了者調査」を行った。 

「利用終了者調査」は、前出の質問紙調査同様に、Ｅメールに電子媒体の調査票を添付

して送信しＥメール添付で回収する方法で行った。（調査票は「第 11 章 資料編）参照） 

本調査では、事業を開始した年度から平成 27 年度までの利用終了者全員について、事業

終了の理由別の人数を把握した。 

 

 

アシスタント事業では、平成 13 年度に事業が開始されてから平成 27 年度までに利用を

終了した者の総数は 967 人だった。 

 

表１ 利用終了者の総数（平成 13年度～27年度） 

 

第１節 利用終了者調査 

第１項 利用終了者数 

実施体制 

(1)  職員の配置等 

ア 受託者は、本業務の実施にあたり、常勤もしくは常勤と同等の勤務形態で複数名の

自立生活アシスタントを配置するものとする。なお、そのうち 1 名は障害者の支援

について相当の経験（概ね５年以上）と知識を有し、障害特性を踏まえた支援を行

うことが出来る専任の常勤職員とする。(以下、「主任アシスタント」という。) 

イ 自立生活アシスタントは地域生活の支援を専門に担当する専任職員とする。ただし、

主任アシスタント以外の自立生活アシスタントについては、複数名が兼務で担当す

ることが出来る。 

ウ 月に 20 日程度、年間で 250 日以上、自立生活アシスタントとして勤務することと

する。なお、受託者が定める有給休暇は、この日数に含まれる。 

エ 実施施設の長は、実施施設内に利用者の相談等に対応できる場を確保するとともに、

夜間・休日等の緊急時にも対応可能な連絡体制を整備する。 

 

（「障害者自立生活アシスタント事業仕様書」より抜粋） 



23 

 

 

 

全ての利用終了者（967人）を以下の利用終了理由別に集計したのが、表２である。 

 

≪参考≫利用終了理由の説明 

項目 説明 

①利用目的の達成 目的の達成による終了 

②計画相談への移行 計画相談支援の利用 

③後見的支援への移行 横浜市障害者後見的支援制度（横浜市単独事業）の利用 

④その他事業への移行 日常生活権利擁護事業、居宅介護、訪問看護等の利用 

⑤本人希望 支援の終了を希望された等の場合 

⑥利用目的の再整理 本人その他の要因により利用の必要性がない、また、利用の

時期が適していない等の場合 

⑦転居 支援の対象地域外へ転出した場合 

⑧入院・施設入所・GH入居 左記の状況による場合 

⑨状態悪化 体調の悪化等により支援を受けられる状態ではなくなった

等 

⑩支援条件から外れた 家族との同居を開始した等、利用対象ではなくなった場合 

⑪死亡 亡くなった場合 

⑫その他 上記に当てはまらない場合 

⑬不明 不明な場合 

 

全体では「利用目的の達成」が 24.9％、次いで「入院・施設・GH入居」が 19.6％となっ

ている。 

精神障害では、「利用目的の達成」が 44.1％と多く、他の事業へ移行した割合（②～④を

理由とする利用終了）は 22.1％となっている。 

※ この章での障害種別の整理は、事業所が主たる対象として定めている障害種別に準じて

いる。 

 

表２ 利用終了理由別の利用者数（障害別）                  （人） 

①利用目的の達成 29 6.0% 197 44.1% 10 47.6% 5 33.3% 241 24.9%

②計画相談への移行 8 1.7% 41 9.2% 1 4.8% 0 0.0% 50 5.2%

③後見的支援への移行 6 1.2% 3 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 9 0.9%

④その他事業への移行 34 7.0% 50 11.2% 3 14.3% 1 6.7% 88 9.1%

⑤本人希望 51 10.5% 32 7.2% 0 0.0% 1 6.7% 84 8.7%

⑥利用目的の再整理 76 15.7% 17 3.8% 1 4.8% 0 0.0% 94 9.7%

⑦転居 42 8.7% 17 3.8% 1 4.8% 0 0.0% 60 6.2%

⑧入院・施設入所・ＧＨ入居 133 27.5% 50 11.2% 3 14.3% 4 26.7% 190 19.6%

⑨状態悪化 8 1.7% 6 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 14 1.4%

⑩支援条件から外れた 18 3.7% 5 1.1% 0 0.0% 1 6.7% 24 2.5%

⑪死亡 22 4.5% 18 4.0% 1 4.8% 0 0.0% 41 4.2%

⑫その他 23 4.8% 5 1.1% 1 4.8% 3 20.0% 32 3.3%

⑬不明 34 7.0% 6 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 40 4.1%

⑭合計 484 100.0% 447 100.0% 21 100.0% 15 100.0% 967 100.0%

知的障害
n=484

精神障害
n=447

高次脳機能障害

n=21

全体
n=967

発達障害
n=15

第２項 終了理由別 利用終了者 
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 １事業所あたりの年度の平均利用終了者数を障害別に整理すると、以下のとおりである。

「知的障害」では 2.3 人、「精神障害」では 5.2 人となっている。 

 

 

表３ 平均利用終了者数（年度）                       （人） 

 
 

 

 １事業所あたりの年度の平均利用終了者数の最小値と最大値は以下のとおりである。 

障害種別にも開きがあるが、「知的障害」「精神障害」共に、事業所によっても大きな開

きがある。 

事業所によって利用終了に対する考え方の違いがあることも大きいが、事業の開始時期

や本体施設によるバックアップ体制、兼任職員の人数や業務内容が異なる等の影響もある。 

 

 

表４ 平均利用終了者数（最小・最大）                     （人） 

 
 

 

  

１事業所あたりの平均利用終了者数
（年度）

（19か所） （18か所） （１か所） （１か所） （39か所）

知的障害 精神障害 高次脳機能障害 発達障害 全体

2.3 5.2 3.5 2.5 3.4

最小値

最大値

（19か所） （18か所） （１か所） （１か所） （39か所）

0.8 1 0.8
3.5 2.5

知的障害 精神障害 高次脳機能障害 発達障害 全体

4.1 11.2 11.2

第３項 事業所別 平均利用終了者数 
ｎ＝967 
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アシスタント事業は、平成 13年度にモデル事業を開始し、平成 28年度の 40か所に達す

るまで、徐々に対象とする障害や事業所数を増やしてきた。また、横浜市が事業概要で「施

設の特性を活かして運営する」と示しているように、法人の考え方によって従事する職員

数、バックアップ体制、配置の要件等の運営体制に幅があり、事業所によって事業実績に

はかなりのばらつきがある。 

そのため事業所の概要を比較した上で、一定程度の実績のあると考えられる事業所を抽出

し、その援助の実態について整理を行い、考察する。 

 

 

 

 

 全事業所の概要を最小値と最大値で比較すると、以下のとおりである。 

各項目共通に事業所により大きな開きがあることが分かる。 

 

 

表５ 事業所の概要比較 

  最小値 最大値 

１ 従事者数（アシスタント登録人数） 2 人 8 人 

２ 支援を提供した日数（稼働日） 16 日 31 日 

３ 登録者数 6 人 31 人 

４ 終了者数(27 年度) 0 人 16 人 

５ 終了者数の内「①利用目的の達成理由」（27 年度） 0 人 7 人 

６ 総援助回数（平成 28年 10月１日～10月 31日） 26 回 482回 

７ 総所要時間（平成 28年 10月１日～10月 31日） 420分 10,470分 

 

第２節 事業所分析①：終了者調査の結果上位５事業所 

第１項 事業所の概要比較 
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事業所毎の実績を把握するために、各事業所における事業開始後の全ての利用終了者の

うち、利用終了の理由が①～⑥（利用目的の達成、他のサービスへの移行等）であった者

の割合（利用目的達成者等の割合）を算出した。 

 

≪参考≫ 

 
 

 

以上の「利用目的達成者等の割合」が高い上位５事業所とそれ以外の事業所を比較する

と、以下のとおりである。 

知的障害と精神障害共に「上位５事業所」が「それ以外」に比べて、より多くの利用者

に援助を提供し、かつ終了者全体に対する①～⑥の理由での利用終了者の割合も高くなっ

ている。 

 

 

表６ 上位５事業所と「それ以外」の比較 

 

知的障害 精神障害 

全体 上位 

５事業所 
それ以外 

上位 

５事業所 
それ以外 

総利用者数 

（１事業所あたりの平均） 
56.6 人 45.1 人 60.2 人 33.6 人 43.8人 

①～⑥を理由とする終了者数 

（１事業所あたりの平均） 
18.6 人 7.9 人 38.4 人 11.4 人 14.5人 

総利用者数における①～⑥を理

由とする終了者数の割合 
32.9％ 17.6％ 63.8％ 33.9％ 33.1 

×100＝

利用終了の理由が①～⑥（利用目的の達成、他のサービスへの移行等）の
合計人数

利用目的達成者等の割合（％）

利用終了者数の合計人数

第２項 事業所の比較（利用終了者数の傾向での整理） 
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 前記の上位５事業所の援助の提供状況を比較したのが、以下の表７である。 

障害種別を分けない全体の（A 群）と（それ以外）の比較からは、明らかな傾向は把握で

きない。これまでの集計でも、事業別、障害種別毎に何らかの傾向が見られたため、事業

所が定める「主たる障害種別」で分けて集計を行ったのが、左側の（B 群）と（C 群）と（そ

れ以外）の比較である。 

 

 

知的障害では、上位５事業所（B 群）が B 群以外の事業所に比べてほとんどの項目で多

くなっている。一方、精神障害ではその傾向がほぼ逆転していている。 

また、知的障害では援助回数と所要時間共に、B 群と B 群以外では顕著な開きがあるが、

精神障害ではそこまでの差は認められない。 

 

表７ 上位５事業所の援助の提供状況 

 
 

 

上位5事業所 全体 A群以外 上位5事業所 B群以外 上位5事業所 C群以外

（A群） （40事業所） （35事業所） （B群） （14事業所） （C群） （14事業所）

１事業所当たり 平均援助回数／日 3.9回 5.1回 5.3回 7.5回 5.9回 3.9回 4.1回

１事業所当たり 平均援助回数／月 119.8回 158.4回 163.9回 232.4回 182.3回 119.8回 128.5回

１人当たり 平均援助回数／日 0.3回 0.3回 0.3回 0.3回 0.3回 0.3回 0.3回

１人当たり 平均援助回数／月 8.2回 8.8回 8.9回 10.6回 8.7回 8.2回 8.回

１事業所当たり 平均所用時間／日 94.1分 147.7分 155.3分 278.1分 170.9分 94.1分 105.3分

１事業所当たり 平均所用時間／月 2916.4分 4577.6分 4814.9分 8621.分 5298.2分 2916.4分 3262.9分

１人当たり 平均所用時間／日 6.4分 8.2分 8.4分 12.6分 8.2分 6.4分 6.5分

１人当たり 平均所用時間／月 199.8分 254.分 260.1分 391.9分 254.分 199.8分 202.1分

所
要
時
間

全体
知的障害 精神障害

援
助
回
数

第３項 援助の提供状況 
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 上位５事業所の援助の内容を「援助方法」「時間帯」「援助機会」で整理すると以下のと

おりである。 

 

 １事業所あたり援助の提供回数（1 日あたり）を見ると、以下のとおりである。 

 知的障害分野では、「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 3.3 回行い、「訪問」

による援助を「日中」に「定期」で 0.9 回行っている。全体では「定期」2.7 回、「随時」

4.8 回だった。 

 

表８【知的障害】上位５事業所（B群）の１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり） 

 
 

精神障害では、「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 1.8 回行い、「訪問」によ

る援助を「日中」に「定期」で 0.5 回行っている。全体では「定期」1.1 回、「随時」2.8 回

だった。 

表９【精神障害】上位５事業所（C群）の１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり） 

 
 

 

表 10 ≪参考≫【全事業所】１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり） 

定期 随時 定期 随時 定期 随時

7.5回 2.2回 3.6回 0.4回 0.8回 0.1回 0.3回

　面接（来所） 0.3回 0.2回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

　電話など 4.5回 0.1回 3.3回 0.1回 0.7回 0.回 0.3回

　訪問 1.4回 0.9回 0.2回 0.3回 0.回 0.回 0.回

　同行 1.2回 0.9回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

合計

深夜早朝

(9～17時) (17～21時) (21～9時)

１事業所あたり提供回数

日中 夜間

【知的ベスト５事業所の１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり）】

定期 随時 定期 随時 定期 随時

3.9回 1.回 2.3回 0.回 0.4回 0.回 0.1回

　面接（来所） 0.3回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

　電話など 2.5回 0.2回 1.8回 0.回 0.4回 0.回 0.1回

　訪問 0.7回 0.5回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

　同行 0.3回 0.2回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

合計

深夜早朝

(9～17時) (17～21時) (21～9時)

１事業所あたり提供回数

日中 夜間

【精神ベスト５事業所の１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり）】

定期 随時 定期 随時 定期 随時

5.1回 1.1回 3.回 0.2回 0.6回 0.回 0.2回

　面接（来所） 0.3回 0.1回 0.2回 0.回 0.回 0.回 0.回

　電話など 3.2回 0.1回 2.3回 0.回 0.5回 0.回 0.2回

　訪問 0.9回 0.5回 0.2回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　同行 0.6回 0.4回 0.2回 0.回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回

深夜早朝

(9～17時) (17～21時) (21～9時)

１事業所あたり提供回数

日中 夜間

合計

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

【１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり）】

第４項 １事業所あたりの援助の内容（援助方法、援助機会別） 
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１利用者あたり援助の提供回数（1 月あたり）を見ると、以下のとおりである。 

 知的障害では、「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 4.6 回行い、「訪問」によ

る援助を「日中」に「定期」で 1.3 回行っている。全体では、「定期」3.8 回、「随時」6.8

回だった。 

  

表 11【知的障害】上位５事業所（B群）の１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり） 

 
 

 

 精神障害では、「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 3.8 回行い、「訪問」によ

る援助を「日中」に「定期」で 1.1 回行っている。全体では、「定期」2.2 回、「随時」6.0

回だった。 

 

表 12【精神障害】上位５事業所（C群）の１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり） 

 
 

 

表 13 ≪参考≫【全事業所】１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり） 

定期 随時 定期 随時 定期 随時

10.6回 3.1回 5.1回 0.6回 1.1回 0.1回 0.5回

　面接（来所） 0.5回 0.3回 0.1回 0.回 0.回 0.1回 0.回

　電話など 6.3回 0.1回 4.6回 0.1回 1.回 0.回 0.5回

　訪問 2.回 1.3回 0.2回 0.4回 0.1回 0.回 0.回

　同行 1.7回 1.3回 0.2回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回

日中 夜間 深夜早朝

(9～17時) (17～21時) (21～9時)合計

１利用者あたり提供回数

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

【知的ベスト５事業所の１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり）】

定期 随時 定期 随時 定期 随時

8.2回 2.1回 4.8回 0.1回 0.9回 0.回 0.2回

　面接（来所） 0.6回 0.2回 0.3回 0.回 0.1回 0.回 0.回

　電話など 5.2回 0.3回 3.8回 0.回 0.8回 0.回 0.2回

　訪問 1.5回 1.1回 0.2回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　同行 0.7回 0.4回 0.3回 0.回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.2回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

日中 夜間 深夜早朝

(9～17時) (17～21時) (21～9時)合計

１利用者あたり提供回数

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

【精神ベスト５事業所の１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり）】

定期 随時 定期 随時 定期 随時

8.8回 1.9回 5.2回 0.3回 1.1回 0.回 0.3回

　面接（来所） 0.6回 0.2回 0.3回 0.回 0.1回 0.回 0.回

　電話など 5.4回 0.1回 4.回 0.回 0.9回 0.回 0.3回

　訪問 1.5回 0.9回 0.4回 0.2回 0.1回 0.回 0.回

　同行 1.1回 0.6回 0.4回 0.回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

１利用者あたり提供回数

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

(17～21時) (21～9時)合計

日中 夜間 深夜早朝

(9～17時)

【１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり）】

第５項 １利用者あたりの援助の内容（援助方法、援助機会別） 
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≪結果１≫ 

「表６ 上位５事業所と「それ以外」の比較」にあるように、「終了者調査」の結果から総

利用終了者数に対する利用目的達成者等の割合を出したところ、知的障害分野と精神障害

分野共に「上位５事業所」が「それ以外」に比べて、利用者終了者がより多く、かつ終了

者全体に対する利用目的達成者等の割合も高かった。 

≪結果２≫ 

「表７ 上位５事業所の援助の提供状況」にあるように、知的障害分野では、サービス

の提供回数及び所要時間に関するほとんどの項目で、上位５事業所（Ｂ群）がＢ群以外の

事業所に比べて多かった。一方、精神障害分野の上位５事業所（Ｃ群）では、その傾向が

ほぼ逆転していた。また、知的障害分野では援助回数と所要時間共に、Ｂ群とＢ群以外で

は顕著な開きがあるが、精神障害分野ではそこまでの差は認められなかった。 

≪結果３≫ 

「表 8～10 １事業所あたりの援助の提供回数」「表 11～13 利用者 1人あたりの援助の

提供回数」にあるように、援助の内容についても援助方法及び援助機会別に集計をした。

知的障害分野の事業所の方が援助回数は多いが、「随時」の割合は精神障害分野の事業所の

方が高い。 

 

 

≪考察≫ 

 知的障害者を対象とする場合は「より頻回で、より時間を要して」援助を行っている事

業所が、より終了者数が多く、かつ利用目的達成者等の割合も高いと言う傾向があった。 

一方、精神障害者を対象とする場合は、援助の提供回数や所要時間が利用終了者数及び

利用目的を達成した終了者数の多寡に結びついているとの傾向はなかった。 

 

これまでも精神障害分野の支援者からは繰り返し、「訪問による支援」「個別対応」「短時

間だが必要時に適切なタイミング（随時）で提供できる支援」「自立を促し、本人の潜在的

な能力を引き出す、相談と助言による支援」が効果的であるとの指摘があった。 

 

そこで言われているように、精神障害の場合は、今回の調査で把握された援助の回数や

所要時間（サービスの提供量）よりも寧ろ、「必要な場所で」「個別のニーズに基づき」「適

時のタイミングで、適切な援助を行う」言わば「質的な適切さ」が、より多くの「利用目

的の達成」等の結果をもたらしていると言えるのではないか。だから、援助の回数や所要

時間（サービスの提供量）とは、結果が相関しないのではないか。 

 

 

≪提案≫ 

アシスタント事業は、障害特性及び利用者一人一人に合った支援が提供できる柔軟な制

度であり、それぞれの障害分野で「より適切である」と考えられる方法を模索して発展し

てきた。 

「自立生活援助」がアシスタント事業同様に、障害特性に合ったサービスを提供できる

柔軟かつ効果的な枠組みとなるためには、事業の評価方法として、総量としてのサービス

の提供量だけではなく、個別のニーズを把握し対応しているか、必要な場所に出向いてい

るか、タイムリーに支援しているか、適切な頻度で利用者及び関係機関にコンタクトを取

っているか、利用目的への到達度を適切に評価できているか、利用目的の達成や終了に向

けて利用者をエンパワメントできているか等の多角的な視点を盛り込んだ多軸評価の導入

も検討すべきではないか。 

第６項 終了者調査における上位５事業所の分析 まとめ 
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 「自立生活援助」は援助の提供頻度が高い、つまり援助の提供回数が多い利用者を想定

しているサービスである。従って、ここでは総援助回数が多い利用者（総利用者のうち上

位 10％）を抽出し、その利用者に支援を提供している事業所の分析を行う。 

 

 

 

 

 1 か月間の総援助回数が総利用者のうち上位 10％だった利用者がいる事業所は、40 事業

所中の 31 事業所だった。 

≪参考≫ 

総援助回数上位 10％利用者数 ※が登録している事業所数 

79 人 31 事業所 

 

 

総援助回数上位 10％利用者がいる 31 事業所（D 群）の援助の提供状況は、以下のとお

りである。全体では、D 群は D 群以外と比べて１事業所あたりの平均の援助回数と所要時

間共に、約２倍となっている。 

さらに、障害別で比較すると、援助回数上位 10％の利用者がいる知的障害の事業所（E

群）と（D 群以外）との比較では、１事業所あたりの平均の援助回数と所要時間共に約 2.5

倍となっている。精神障害との同様の比較では、F 群が（D 群以外）を２倍弱上回っている。 

以上から、総援助回数が多い利用者が登録している事業所は、そうでない事業所に比べ

て全体の業務量が多くなっていることが解る。 

 

表 14 援助の提供状況（総援助回数上位 10％の利用者の登録事業所） 

  

援助回数上
位10％利用

者がいる
D群

全体 D群以外

援助回数上
位10％利用

者がいる
E群

援助回数上
位10％利用

者がいる
F群

（31事業所） （40事業所） （9事業所） （17事業所） （12事業所）

１事業所当たり 平均援助回数／日 5.8回 5.1回 2.7回 6.7回 4.9回

１事業所当たり 平均援助回数／月 179.9回 158.4回 84.4回 208.6回 150.5回

１人当たり 平均援助回数／日 0.3回 0.3回 0.2回 0.3回 0.3回

１人当たり 平均援助回数／月 9.6回 8.8回 5.4回 9.7回 9.2回

１事業所当たり 平均所用時間／日 165.2分 147.7分 87.1分 213.8分 109.分

１事業所当たり 平均所用時間／月 5122.3分 4577.6分 2701.3分 6628.9分 3378.2分

１人当たり 平均所用時間／日 8.8分 8.2分 5.6分 10.分 6.7分

１人当たり 平均所用時間／月 273.8分 254.分 172.4分 309.6分 206.8分

所
要
時
間

知的障害 精神障害全体

援
助
回
数

第３節 事業所分析②：総援助回数上位 10％の利用者の登録事業所 

第１項 援助の提供状況 
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１事業所あたり援助の提供回数（1 日あたり）は、以下のとおりである。 

 

「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 2.7 回行い、「訪問」による援助を「日

中」に「定期」で 0.5 回行っている。全体では、「定期」1.5 回、「随時」4.3 回だった。 

（参考：全事業所では、「定期」1.3 回、「随時」3.8 回）  

 

表15 援助回数上位10％の利用者がいる事業所の１事業所あたり援助の提供回数（1日あたり） 

 
 

 

１利用者あたり援助の提供回数（1 月あたり）は、以下のとおりである。 

 

 「電話など」による援助を「日中」に「随時」で 4.4 回行い、「訪問」による援助を「日

中」に「定期」で 0.9 回行っている。全体では、「定期」2.4 回、「随時」7.2 回だった。 

 （参考：全事業所では、「定期」2.2 回、「随時」6.6 回） 

 

 

表16 援助回数上位10％の利用者がいる事業所の１利用者あたり援助の提供回数（1月あたり） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

定期 随時 定期 随時 定期 随時

5.8回 1.2回 3.4回 0.2回 0.7回 0.回 0.2回

　面接（来所） 0.4回 0.1回 0.2回 0.回 0.回 0.回 0.回

　電話など 3.6回 0.1回 2.7回 0.回 0.6回 0.回 0.2回

　訪問 1.回 0.5回 0.3回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　同行 0.8回 0.4回 0.3回 0.回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回 0.回

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

(9～17時)

１事業所あたり提供回数

日中 夜間 深夜早朝

合計 (17～21時) (21～9時)

【回数上位10％利用者がいる３１事業所の １事業所あたり援助の提供回数（1日あたり）】

定期 随時 定期 随時 定期 随時

9.6回 2.1回 5.6回 0.3回 1.2回 0.回 0.4回

　面接（来所） 0.6回 0.2回 0.3回 0.1回 0.1回 0.回 0.回

　電話など 6.回 0.1回 4.4回 0.1回 1.回 0.回 0.4回

　訪問 1.6回 0.9回 0.5回 0.2回 0.1回 0.回 0.回

　同行 1.3回 0.7回 0.4回 0.1回 0.回 0.回 0.回

　ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 0.1回 0.1回 0.1回 0.回 0.回 0.回 0.回

合計 (9～17時) (17～21時) (21～9時)

日中 夜間 深夜早朝

１利用者あたり提供回数

（
支

援

内

容

別

内

訳

）

第２項 援助の内容（援助方法、援助機会別） 
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≪結果１≫ 

 総援助回数上位 10％利用者は、全 40 事業所中の 31 事業所に登録していた。障害種別で

はやや知的障害分野の事業所の方が多かった。 

≪結果２≫ 

 総援助回数上位 10％利用者が登録している事業所は、そうでない事業所に比べて約２倍

の援助回数及び所要時間だった。 

 

 

≪考察≫ 

総援助回数上位 10％利用者は、やや知的障害分野の事業所の方が多いものの両分野にま

たがる全事業所の約８割に広く分布しており、事業所の方針と言うよりは、一定の割合で

高頻度の援助ニーズがある利用者が存在すると思われる。 

  

 

≪提案≫ 

 多くの事業所で複数人存在する、高頻度の援助が必要な総援助回数上位 10％利用者に対

しては、移動時間のロスを考えるとより近接した事業所から支援を受けることが効率的で

ある。 

キャッチメントエリアを規定することで事業の効率化を図り、また、事業所の業務量の

均てん化を図ることも出来るのではないか。 

 

第３項 総援助回数上位 10％の利用者の登録事業所の分析 まとめ 
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「日計表調査」で顕著な結果が示され、「ヒヤリング調査」においても数多く言及されて

いる援助内容について整理し、アシスタント事業の特徴的な援助を示す。 

 

 

 

 

援助の総所要時間（183,102 分）に占める援助方法「同行」の割合は、以下の表のとおり

最多であり、全体の約４割となっている。また、１援助あたりの所要時間も最も長く、平

均で 86.9 分となっている。 

 

 

表 17 援助方法別の所要時間（総数）・援助回数・１援助あたりの所要時間 

 
 

 

 

 同行の行き先では「医療機関」（32.3％）が最も多く、そのうち「定期」での援助が約７

割である。総所要時間を見ても、行き先を「医療機関」としたものが全体の 38.2％と最も

長く、その１回あたりの所要時間の平均は 102.8 分となっている。 

  

 

表 18 「同行」の行き先別回数と所要時間（援助機会の内訳） 

 
  

総所要時間（分） 13,884 7.6% 32,476 17.7% 60,447 33.0% 69,320 37.9% 6,975 3.8% 183,102 100.0%

援助回数（回） 423 6.7% 3,913 61.8% 1,112 17.6% 798 12.6% 90 1.4% 6,336 100.0%

１援助あたりの所要時間（分） 32.8 8.3 54.4 86.9 77.5 28.9

面接（来所） 電話など 訪問 同行 カンファレンス 合計

行先 平均所要時間（分）

医療機関 258 32.3% 176 68.2% 82 31.8% 26,510 38.2% 102.8

行政機関 104 13.0% 68 65.4% 36 34.6% 7,559 10.9% 72.7

金融機関 98 12.3% 85 86.7% 13 13.3% 4,809 6.9% 49.1

買物等 102 12.8% 54 52.9% 48 47.1% 7,452 10.8% 73.1

日中活動先 25 3.1% 9 36.0% 16 64.0% 2,105 3.0% 84.2

余暇等 39 4.9% 20 51.3% 19 48.7% 6,205 9.0% 159.1

その他 80 10.0% 39 48.8% 41 51.3% 6,520 9.4% 81.5

不明 92 11.5% 47 51.1% 45 48.9% 8,160 11.8% 88.7

計 798 100.0% 498 62.4% 300 37.6% 69,320 100.0% 86.9

総所要時間（分）

定
期

随
時

回数

第４節 特徴的な援助について 

第１項 「同行」による援助について 
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グラフ 19 「同行」の行き先別回数と所要時間 

 
  

 

 

同行の行き先「医療機関」の援助内容を見ると、「医療健康」に次いで、「心理情緒」、「関

係機関との連携」、「対人」となっており、調査結果から、実施要綱に業務内容として規定

されている「コミュニケーション支援」の実態を見ることができる。ヒヤリング調査でも

繰り返し、診察場面での障害特性に応じたコミュニケーション支援やスケジュール管理の

サポートなどの重要性が指摘されている。 

また、比較的長時間の「医療機関」への同行による援助には、「消費生活」等の援助内容

も含まれており、１回の「同行」による援助の中で複数の内容の援助が一体的に行われて

いることが推測される。 

 

 

表 20 同行の行き先別の援助内容 

 
 

 

 以上の内容から、アシスタント事業では、「医療機関」への「同行」において、ヒヤリン

グ調査でも多く言及されている「適切な受療行為のためのコミュニケーション支援」が行

なわれている。また、一人暮らしを支えるために、「同行」では、複数の援助内容を含む援

助が一体的に行われており、効率的である。

0

50

100

150

200

250

300

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

所要時間

回数

平均所要時間

心理情緒 医療健康 消費生活 就労 衣食住 対人 制度
同法人運営

事業所・施設
の利用

関係機関と
の連携

余暇支援
その他

医療機関 133 243 38 28 37 49 26 0 98 5 17

行政機関 45 15 45 12 20 15 61 0 49 1 9

金融機関 35 16 84 9 14 6 4 0 6 7 7

買物等 31 18 59 7 66 7 2 1 1 5 8

日中活動先 11 6 5 14 6 7 1 0 9 1 4

余暇等 23 7 7 3 6 5 2 0 3 25 9

その他 31 14 22 8 20 12 18 2 20 1 15

不明 31 41 30 14 19 7 12 3 20 7 6

計 340 360 290 95 188 108 126 6 206 52 75
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 実施要綱において「訪問による生活支援」は主となる業務内容として規定されている。

その「訪問」による援助の回数は、以下の表のとおり「電話など」に次いで多く、援助の

総所要時間では全体の約３割となっている。援助機会は「定期」が７割であり、１援助あ

たりの平均所要時間は 54.4 分となっている。 

  

 

表 21 援助方法別の所要時間（総数）・援助回数・１援助あたりの所要時間 

 
 

 

 

表 22 「訪問」の援助機会           （回） 

 
 

  

「訪問」の援助内容（複数選択あり）を見ると、以下のとおり「衣食住」が最も多い。

次いで「心理情緒」、「医療健康」、「消費生活」となっており、内容は多岐に渡っている。 

 

表 23 「訪問」の援助内容（複数選択あり） 

 
 

  

総所要時間（分） 13,884 7.6% 32,476 17.7% 60,447 33.0% 69,320 37.9% 6,975 3.8% 183,102 100.0%

援助回数（回） 423 6.7% 3,913 61.8% 1,112 17.6% 798 12.6% 90 1.4% 6,336 100.0%

１援助あたりの所要時間（分） 32.8 8.3 54.4 86.9 77.5 28.9

面接（来所） 電話など 訪問 同行 カンファレンス 合計

773 69.5% 339 30.5% 1,112 100.0%

随時定期 合計

「訪問」の援助機会

心理情緒 医療健康 消費生活 就労 衣食住 対人 制度
同法人運営事業

所・施設の利用

関係機関との
連携

余暇支援 その他

519 495 486 163 525 173 196 8 148 56 101

46.7% 44.5% 43.7% 14.7% 47.2% 15.6% 17.6% 0.7% 13.3% 5.0% 9.1%

第２項 「訪問」による援助について 
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 「訪問」の援助内容「衣食住」の内訳（複数選択あり）は、以下のとおりである。 

実施要綱上も「利用者の直接処遇は行わない」という規定になっているように、直接的

な介助はほぼない。「調理・配膳」「掃除」等の家事については、代行して行う「家事援助」

ではなく、利用者が自らの能力を活用できるように促すことを目的とする「助言・相談」

がほとんどである。 

 外形的には居宅介護と同様に「訪問による生活支援」を主としているが、ヒヤリング調

査でも多く言及されているとおり、アシスタント事業の援助内容は「助言・相談」であり、

居宅介護とはその趣旨が異なる。 

 

表 24 「衣食住」の内訳（複数選択あり）                   （回） 

 
 

 

 加えて、居宅介護を利用している利用者とそうでない利用者について「訪問」による援

助の回数等を比較すると以下のとおりである。１人あたりの平均所要時間も、1 援助あたり

の平均所要時間も「あり」と「なし」で差は見られない。 

  

表 25 居宅介護利用の有無による「訪問」による援助の比較 

 
 

 

 

居宅介護の利用の有無によってアシスタントの訪問の回数や所要時間が変わることはな

いのは、アシスタント事業の援助は生活課題全般に関する「助言・相談」であり、居宅介

護とは内容を異にするからである。 

実際にアシスタント事業は、居宅介護を併給調整の対象とはせず、利用者の移行と必要

に応じて、アシスタント事業と併せて利用している。 

 

 

  

内
容

食
事
介
助

排
泄
介
助

入
浴
介
助

衣
服
着
脱

そ
の
他
身
体
介
護

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

助
言
・
相
談

家
事
援
助

86 0 137 15 36 1 107 4 7 0 6 0 280 28

回
数

掃
除

洗
濯

買
物

交
通
利
用

薬
の
受
け
取
り

そ

の

他
生

活

支
援

調
理
・
配
膳

1 0 1 0 3

あり
n=445

なし
n=339

「訪問」による援助回数（回） 637 475

「訪問」の所要時間（総数）（分） 34,869 25,578

１人あたり平均所要時間（分） 78 75

１援助あたり平均所要時間（分） 55 54

定期の「訪問」数（回） 451 322

随時の「訪問」数（回） 186 153
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 アシスタント事業に特徴的な援助として、短時間の援助がある。援助回数を、所要時間

の分布で整理すると、アシスタント事業では以下のとおり、「5 分以内」が最多で全体の

36.5%となっており、「10 分以内」に拡げると 55.5％に達する。 

 

 

表 26 援助の所要時間（分布）      （回） 

 
 

 

 「5 分以内」の短時間の援助（2,313 回）の援助方法の内訳は、以下のとおり「電話など」

（95.2％）がほとんどである 

 

表 27 「5 分以内」の援助の援助方法（内訳）                   （回） 

 
  

所要時間 援助回数 割合

5分以内 2,313 36.5%

6～10分 1,201 19.0%

11～20分 753 11.9%

21～30分 464 7.3%

31～40分 171 2.7%

41～50分 190 3.0%

51～60分 479 7.6%

61～120分 561 8.9%

121～180分 131 2.1%

181～240分 40 0.6%

241～300分 21 0.3%

301～360分 6 0.1%

361～420分 0 0.0%

421～480分 4 0.1%

481～540分 2 0.0%

合計 6,336 100.0%

援助回数（回） 68 2.9% 2,202 95.2% 32 1.4% 11 0.5% 0 0.0% 2,313 36.5%

カンファレンス 合計面接（来所） 電話など 訪問 同行

第３項 短時間の援助について 



39 

 

「5 分以内」の短時間の「電話など」による援助は、主に「日中」（76.1％）に「随時」

（96.2％）の機会に行われている。また、対象は「本人含む」が 64.9％、「本人以外（関係

機関等）」が 35.1％となっている。 

 

表 28 「5分以内」の「電話など」による援助の提供時間帯 

 
 

表 29 「5分以内」の「電話など」による援助の機会 

 
 

表 30 「5分以内」の「電話など」による援助の対象 

 
 

 

 「5 分以内」の「電話など」による援助の内容（複数選択あり）は以下のとおり、多岐に

渡っている。「関係機関との連携」が最多（26.7％）であり、事業要綱でも規定されている

「本人以外」の関係機関等との連携（連絡調整）を短時間の援助の中で行っている実態が

うかがえる。 

 また、本人に関する援助内容に関しては「その他」が 24.2％、次いで「心理情緒」が 23.9％

となっている。「その他」の内容として「子育ての助言」、「外出前の確認（助言）」等の記

載があり、個別の課題について短時間の電話で援助を随時行っていることが分かる。 

 

 

表 31 「5 分以内」の「電話など」による援助の援助内容             （回） 

 
 

 以上をまとめると、アシスタント事業では必要に応じて短時間（5 分以内）の「電話など」

での援助が随時の対応として行われている。合わせて、本人だけでなくサービス事業所等

との連絡調整も必要に応じて一定程度行われていることが推測される。 

 

以上のことから、アシスタント事業の援助の特徴は、 

〇「訪問」による援助を中心に生活課題全般に関する「助言・相談」を行いながら、 

〇必要に応じて「同行」等の援助により様々な生活場面で「コミュニケーション支援」を

行い、合わせて、 

〇「適時」のタイミングで「電話など」を通して「短時間」の援助および連絡調整を行っ

ている、 

と言えるだろう。

援助回数（回） 1,676 76.1% 381 17.3% 145 6.6% 2,202 100.0%

日中 夜間 深夜早朝 合計

援助回数（回） 84 3.8% 2,118 96.2% 2,202 100.0%

合計定期 随時

援助回数（回） 1,429 64.9% 773 35.1% 2,202 100.0%

本人含む 本人以外 合計

心理情緒 医療健康 消費生活 就労 衣食住 対人 制度
同法人運営事

業所・施設の

利用

関係機関と
の連携

余暇支援 その他

527 416 276 133 515 144 144 18 587 83 533

23.9% 18.9% 12.5% 6.0% 23.4% 6.5% 6.5% 0.8% 26.7% 3.8% 24.2%
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第４章 ヒヤリング調査 

 

 
 

第１節 ヒヤリング調査の概要 

 

 

 21 か所の回答について、全体の傾向を概説する。 

 具体的な回答については、巻末の資料編の「ヒヤリング調査集計表」を参照されたい。 

 

 なお、これ以降は、「横浜市自立生活アシスタント事業」は「アシスタント事業」、共同

生活援助におけるサテライト型住居は「サテライト型住居」、南高愛隣会の自主事業は「南

高愛隣会」と表記する。 

  

表１ ヒヤリング調査結果の概要 

質問１ 

本事業（アシスタント事業又はサテライト型住居）を開始したきっかけ、目的、経緯 

〇アシスタント事業は、既に地域で暮らしている障害者の支援を拡充させることを目

的に横浜市が事業を創設し、障害者支援の実績がある法人に順次委託してきた。 

〇サテライト型住居は、一人暮らしを望むニーズや、単身生活者の支援を継続してき

たことに対応できることから、国の事業化を機に開始した事業所が多い。 

〇また、障害者の単身生活にはハードルが高い地域では、（あくまでグループホーム

の枠組みであるため）、漸次的に地域移行をするための手段として活用している

事業所もあった。   

質問２ 

本事業の担当者に必要な資質、経歴、経験について  

〇アシスタント事業は、市の委託の条件として、５年以上の障害者への支援経験が

ある者を専任として配置する必要があることから、各事業所で支援経験が豊

富な職員を配置している。 

〇サテライト型住居では、表面化しないニーズを見つけ当事者の生活全体を見

る必要性から、支援経験の豊富な職員を求める声が挙がっているが、有資格

者や支援経験が豊富な職員を配置することが難しい状況であった。 

○南高愛隣会は、利用者を「警戒」させない人物であることに加え、地域アセ

スメントによって特に人間関係が濃厚とされる地域においては、その職員が

持っている近隣住民との人間関係を利用者の生活にも活かせること、職員自

身の結婚や子育てのような人生経験を活かして、生活者の感覚に基づく支援

ができること等をより重視している。 

 

質問３ 本事業の担当者としてピアスタッフを雇用する可能性について  

第１項 調査結果の概要 
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〇「コミュニケーション支援」が多く求められるため、障害特性を踏まえると、ピアスタ

ッフの雇用は難しいと考える事業所があった。 

〇一方で、「支援の質が厚くなる」という効果を期待し、ピアスタッフの導入を考えて

いる事業所も複数あった。 

〇同時に、「ピアスタッフを雇用するのであれば、ピアスタッフの役割を明確にする必

要性がある」との指摘もあった。 

 

質問４ 

他事業との関係について     

〇アシスタント事業は、地域生活支援の「一端を担う」ため、利用の窓口となる区役

所のケースワーカーをはじめ、居宅介護や訪問看護の事業所など様々な事業所

と連携し、個々の利用者に合わせた「個別の地域支援体制」を構築している。 

〇サテライト型住居においても、計画相談をはじめ、日中活動先の事業所等と連携

を取っている。また、退所に際しては、複数の事業所が更に居宅介護や地域定着

支援、成年後見制度など、いずれかの導入を考えていると答えていた。  

質問５ 

居宅介護（ホームヘルパー）や移動支援（ガイドヘルパー）との関係 

〇アシスタント事業は、既存のサービスとのマッチングを図り、アセスメントを行いな

がら、生活力の向上を図ることを目指すため、恒常的な支援としての居宅介護や

移動支援と並行して利用している利用者が多かった。 

〇サテライト型住居では、居宅介護や移動支援の供給量が充足していても、「ニーズ

が無い」あるいは、「介護包括型のため、世話人が直接対応をしている」と答えた

事業所が多かった。  

質問６ 

受診同行について     

〇受診同行するのは、利用者が自身の状態を適切に説明し、薬の飲み方や休養の

取り方等の医師の話を理解し、次回の予定を立てることが難しい等の場合であり、

コミュニケーション支援の一環として行なわれていた。 

〇同時に、支援者が利用者の生活状況を医療機関に伝え、医師の見立てを把握す

るために診察場面に同席する必要があると、複数の事業所が指摘している。 

〇また、「（通院等介助が行う往復の同行支援と）一体的に行うことで、通院にまつわ

る様々な場面毎のアセスメントも行っている」との意見も聞かれた。 
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質問７ 

利用対象者の条件・本事業を利用するきっかけ     

〇アシスタント事業は、本人からの依頼はわずかであり、家族や支援者といった「周

囲の依頼」から始まることが多く、本人は支援に対して拒否的なことも少なくない。

このため、利用者と一緒に考えるスタンスを取りながら、「利用者が自身の支援ニ

ーズに気付けるよう支援する」ことの重要性が挙げられていた。 

〇一方、サテライト型住居では、「将来的に単身生活への意向を希望していること」

が利用条件に挙げられており、「本人の希望から」利用に至る事業所が多数あっ

た。 

〇また、集団生活には馴染まないとの理由で、サテライト型住居に入居している利用

者も一定数いることが分かった。  

 

質問８ 

具体的な支援内容と支援頻度について     

〇地域生活上の多岐にわたる相談に対応しており、援助方法も電話やメール、訪

問、同行と様々であった。 

〇援助内容としては、「金銭管理」「衣食住」に関するものが共通して多く挙げられ、

その他にも「病院受診の助言と同行」「体調管理」「相談（生活面・就労面・対人関

係、等）」「書類に関する助言と整理」「関係機関との連絡調整」等、生活全般にわ

たって幅広く行われていた。 

〇また、アシスタント事業は、訪問や同行を通じ、その用事を果たす支援だけではな

く、利用者との「関係性の構築」や「アセスメント」も同時に行うことも指摘された。 

〇一方、サテライト型住居では、「食事の提供」や「買い物支援」「通帳の預かり」等本

体住居の利用者と同じ支援を行っている事業所も複数あった。 

 

質問９ 

キャッチメントエリアについて     

〇アシスタント事業は、発達障害と高次脳機能障害は、市内に一か所ずつであるた

め、市内全域をカバーしており、「移動にかかる時間が長く頻回に訪問できない」

「多くの利用者に対応できない」との声が挙がった。 

〇その他のアシスタント事業所は、事業所の所在区ないしは隣接区をカバーしてお

り、移動時間は概ね３０分程度との答えが多かった。 

〇サテライト型住居は、緊急時の対応も想定し、徒歩５分～車で２０分程度に設置さ

れており、国が定める「概ね２０分以内の距離」に収まっていた。 

質問１０ 

随時かつ頻回に行う支援の具体例     

〇多くの事業所が、５～10 分以内の支援を頻回に行っており、その手段の多くは「メ

ールや電話」だった。 

〇いずれの障害も「不安時」や「妊娠中」には相談回数が頻回となる傾向にあり、「不

安の解消」や、それによる「病状の悪化を防ぐ」ため、随時対応が行われていた。 
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質問１１ 

「利用者が希望する支援内容」と「職員が必要だと思う支援内容」 

〇利用者が望む支援としては、「書類の確認・作成、金銭管理、病院や役所への同

行等」が挙げられた。 

〇しかし、「金銭管理」については、管理される抵抗感から利用者と支援者との間に

軋轢が生じることも指摘された。 

〇また、こうした軋轢に対する支援者の姿勢として、課題を両者で共有することを前

提に、その課題を指摘するだけではなく、「利用者が自身の課題に気付けるよう支

援する（気付きの支援）」ことの重要性を複数の事業所が指摘していた。 

 

質問１２ 

一人暮らしを支援する上で重要と考えていること  

〇多くの事業所から、「利用者が自らＳＯＳを発信できるようになること」「そのＳＯＳを

受信し、対応出来る支援体制を構築すること」の重要性が指摘されている。 

〇特に支援体制については、支援機関のみならず、「利用者と地域社会とをつなぐ

視点」の重要性と必要性が挙げられた。 

○南高愛隣会からは、知的に障がいのある方は、元々の理解力や危機管理能力が

乏しいがゆえに、地域での様々なトラブルに巻き込まれる場合もあり、長期的な見

守り体制を必要としているとの意見があった。 

 

質問１３ 

標準的な支援内容について     

〇利用者自身が自分の課題（金銭管理、服薬管理、栄養管理、生活リズム等）の状

況を把握できるように、独自のツールを用いて「見える化」することにより、自己管

理を支援できるよう工夫している事業所が複数あった。 

〇特に、「金銭管理」では、その「見える化」による自己管理への支援が共通してい

た。 

〇公共交通機関等の移動手段がない車社会の地域では、職員が車で医療機関や

役所、スーパー等へ送迎している事業所もあった。 

 

質問１４ 

利用期間について  

〇精神障害や発達障害では、利用者の依存を助長することを避けるためにも「支援

期間の設定は必要」との声が多く挙がっていた。 

〇一方、知的障害では、利用者の変化が小さく、恒常的に支援を必要とする利用者

が存在するとの理由で支援期間は長くなる傾向があり、アシスタント事業において

は、15 年間利用し続けている利用者も存在した。 

〇サテライト型住居では、３年の利用期間に対し、「妥当」との意見がある一方、「短

い」「期間が決まっているのは難しい」との意見も挙がった。 
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質問１５ 

高齢化への対応について 

〇既に複数の事業所において介護保険への移行が行われ、ケアマネとの連携が行

われていた。 

〇介護保険への移行については「手続きの段取りや、支援の視点の違いに戸惑う」

との意見があがっており、アシスタント事業及びサテライト型住居共に、支援者の

介護保険制度の理解が必要である。 

質問１６ 

再アセスメント、モニタリング、個別支援計画の見直しについて  

〇モニタリング期間に幅はあるが、法人内外の計画相談と連携しながら、定期的に

個別支援計画の見直しがされていた。  

質問１７ 

終了とその転帰について     

〇追跡調査は行っていないが、その後の経過は把握していると言う事業所が複数あ

った。 

〇アシスタント事業の場合は、自宅の片付けや引越し等、当初の課題が解決する

と、居宅介護などの恒常的な支援に移行させて、終了していた。 

〇サテライト型住居は、支援期間が終了した時点で、アパート契約を「法人」から「利

用者個人」に切り替える予定であることが複数の事業所からあげられていた。 

〇なお、終了に向けては、「利用者のエンパワメントを高め、自己肯定感を促すこと

が必要」との指摘もあった。 

 

質問１８ 

終了時の引き継ぎ先について     

〇アシスタント事業では、「個別の支援体制を構築する」ため、引き継ぎ先は相談支

援事業所や居宅介護事業所、日中活動先など様々な機関に役割を分担させて引

き継いでいた。 

〇サテライト型住居では、まだ３年経過していない利用者がほとんどだったが、アシ

スタント事業と同様の考え方が示されていた。 

質問１９ 

「利用目的の達成」について     

〇アシスタント事業の知的障害及び高次脳機能障害分野では､生活の中で新たな課

題が出現するため、利用目的の達成に至るまで長期間を要するとの意見が聞か

れた。 

〇一方で、「居宅介護等の支援を受けて、生活が維持され、目的を達成できるのであ

れば、それで良しと考えてアシスタント事業は終了している」との意見もあった。 

質問２０ 

当事業における課題     

〇アシスタント事業では、利用が長期化した人の「終結」が課題との意見が聞かれ

た。 

〇サテライト型住居では「本体住居に対する設置数の限界」が指摘されていた。  
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質問２１ 

その他、ご意見など 

〇アシスタント事業では、人員確保の困難さを背景に、「非常勤職員を常勤化した

い」との声や、専任職員について「専従とはせず、他の事業と柔軟に兼務できるこ

とが必要」との声が聞かれた。 

〇サテライト型住居では、「報酬単価の低さ」や、「グループホームと同様の消防設備

の設置が負担」との意見が挙がった。 

〇また、新制度「自立生活援助」への期待は高く、「縛りが余りなく、選択肢が広く、使

い勝手の良いもの」を望む声があった。 

○南高愛隣会からは、「自立生活援助は、他のサービスへのつなぎ役であり、地域と

の懸け橋になるサービスである。そのために、相談支援を基軸にして、生活者の

視点と専門性の両面から複合的に支援を提供する必要があり、その支援の提供

のために、実施体制ついては丁寧な整理が必要である」との意見があった。 
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第２節 ヒヤリング調査の結果 

 

    

 

いずれの事業所も、これまでの実践を踏まえ、障害者の一人暮らしを支援するためにき

め細やかな工夫と様々な取り組みを行なっていることが分かった。しかし、「事業種別」あ

るいは「主たる対象とする障害種別」ごとに回答の違いが認められた。 

 

 

① 横浜市障害者自立生活アシスタント事業 

 

≪気付きの支援≫ 

アシスタント事業は、利用者の多くが「既に一人暮らしをしている障害者」であるため、

生活上の課題について周囲が支援の必要性を感じていても、障害者自身は、その必要性を

感じることができず、時に支援を拒否することもある。このため支援者の姿勢としては、

生活課題を利用者と共有し、利用者自身の生活習慣や価値観を尊重しながら「課題に気付

けるよう支援するプロセス」の重要性が指摘されていた。 

 

≪コミュニケーション支援≫ 

また、アシスタント事業の特徴として、知的障害者、精神障害者、発達障害者に対する

「コミュニケーション支援」の必要性と有効性が繰り返し聞かれた。利用者と日常生活全

般にわたるマンツーマンの関りを持つことで、利用者の人となりとその障害特性に知悉す

ることとなるアシスタントが、近隣の地域住民やアシスタント以外の支援者との間に立ち、

双方に対して双方の通訳者となっている。「通訳」によって双方の理解が進むことで、障害

のある人が地域から浮き上がらず、地域に溶け込む形での一人暮らしが成り立っていた。 

 

≪支援の一端≫ 

また、アシスタントは生活全般に関わってはいるが、「支援の一端を担う」存在であるこ

とも重要である。アシスタントは訪問を主体とすることで地域社会の中に入り込み、様々

なフォーマル・インフォーマルな機関や人と連携し、利用者と環境との関係作りを支援し

ている。そしてその関係が上手く機能するように触媒的な効果を発揮している。 

アシスタント事業の利用者は既存のサービスや支援者を拒否しているからこそ利用に至

る方も多いが、アシスタントが丁寧な信頼関係作りをすることで、利用者が「既存のサー

ビスを適切に利用できるようになる」事を目指している。そうして、一人一人に合わせた

「個別の地域支援体制を構築」することがアシスタント事業の一つの特徴である。複数の

事業所が、その相談支援ではやり切れない、個別で、密な、多方面への関わりの有効性を

指摘していた。 

 

 

② 共同生活援助におけるサテライト型住居  

 

≪支援に対する利用者と支援者間の軋轢≫ 

一方、サテライト型住居は、「将来の一人暮らしを希望し、自らの意思で利用している障

害者」が多いため、利用者と支援者との間に、支援に対する軋轢は比較的少ないとの意見

が多かった。 

しかし、これはアシスタント事業が基本的に「一人暮らし」であるのに対して、サテラ

イト型住居はあくまでも「グループホームの入居者」なので、支援を受ける前提としての

第１項 調査結果の総括 
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支援関係がより明白であることの影響も大きいと考えられる。 

 

≪共同生活援助の支援の延長線上の支援≫ 

一人暮らしへの移行を前提としているものの、本体住居で行っている支援をサテライト

型住居の利用者にも同じように提供している事業所も多かった。また、公共交通機関や商

業の発展等の地域特性は大きく、一人暮らしを前提としていても、具体的な生活支援の内

容は様々であった。 

 

≪一人暮らしへの移行≫ 

平成 26 年度から新たに始まった事業であるため、退所者の実績がない事業所が多く、グ

ループホームの利用を終了して一人暮らしに移行する際のイメージを具体的に説明する事

業所は少なかった。 

また、サテライト型住居での支援終了後の「転居」については、「アパート契約を『法人』

から『利用者個人』に切り替える」予定の事業所もあれば、地域特性や設置基準の限界か

ら「新たな場所で一人暮らしをしてもらう」予定の事業所もあり、様々であった。 

 

サテライト型住居のあり方については、支援の蓄積を踏まえた今後の議論を待つ必要が

あるが、グループホーム卒業後の一人暮らしの実現に向けた一手段として、新制度「自立

生活援助」に対する期待の声は複数の事業所から聞かれた。 

 

 

   

  

以下、検討委員会での議論を踏まえてヒヤリング調査の結果を考察する。 

 

 

≪事業内容≫ 

外形的には単身生活者への支援として同様に見えるが、アシスタント事業とサテライト

型住居の支援内容を比較すると、かなり様相が異なる実態が垣間見えた。 

質問紙調査の結果と併せて考えても、サテライト型住居の利用者には、あくまでもグル

ープホームの一環として本体住居の利用者と同様の支援を提供している事業所が多かった。 

アシスタント事業が「障害特性を踏まえた生活力、社会適応力を高めるための支援を行

う」ことから、「相談支援」や「生活訓練」に近いとするならば、サテライト型住居におけ

る支援は、当然ながらやはりより「グループホーム」に近く、現状では、その手厚さから

言ってもアシスタント事業の前段階に位置付けられる事業内容ではないか。 

 

≪利用期間≫ 

事業所によって最も意見が分かれた質問に「利用期間」が挙げられる。サテライト型住

居では「概ね３年間」と期限が決められているが、アシスタント事業は期限が設定されて

いない。 

 

アシスタント事業は、平成 13 年に知的障害者を対象とした事業として始まり、以降、徐々

に事業所数と障害種別を増やしてきた。横浜市では、事業を実施しながら並行して事業の

あり方を模索してきた経過があり、法人独自で期限を定めている事業所は存在するが、現

時点で、横浜市としては利用期間を定めてはいない。 

しかし、計画相談や居宅介護、横浜市単独事業の「横浜市障害者後見的支援制度」等、

恒常的に支援を行う事業の充実に伴い、アシスタント事業の支援を引き継げる機関の可能

性が拡がったことを踏まえ、横浜市では、平成 25 年度頃から「終結を意識した関わり」を

第２項 考察と課題 
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意識するようにと、各事業所に指導をするようになった。 

 

そういった背景もあり、今回の調査では、精神障害と発達障害の事業所からは、無期限

の支援による依存の課題が指摘され「利用期間の設定は必要」との声が多く聞かれた。 

一方で、知的障害の事業所からは、「終結が難しい利用者もいる」「利用開始時の課題が

解決しても新たな課題が出て来るため、長期的な関わりや見守りが必要」との意見が多く

聞かれた。知的障害では、食事の提供や家族に代わる心の拠り所、利用者の金銭管理等を

役割として担い続けると考える事業所が多くあり、こうした事業所は、終結のイメージを

持ち難い印象を受けた。 

 

一方、サテライト型住居でも、３年という利用期間については、様々な意見が聞かれた。 

 「利用期間を定めなければ、本体住居のグループホームと一緒になってしまう」「目標が

あった方が良い」「３年は妥当」との意見がある一方で、やはり知的障害者の事業所からは、

障害特性や長期的な支援の必要性を踏まえ、「利用期間は不要」「あくまで目安にすべき」「３

年では短い」との意見が多く聞かれた。 

以上のように、期限については事業によってと言うよりは障害種別によって主張が分か

れた。 

 

こういった利用期間・利用期限・終結等について、検討委員会では、アシスタント事業

の実践を見ると、知的障害者でも事業所によっては支援を終了して次のステップに進んで

いる方が多く存在するので、一概に障害特性とは言えず、事業所の文化や考え方の影響が

大きいのではないかとの評価になった。 

しかし、一方で、逆に精神障害者については、現状は多くの利用者が比較的短期間で支

援を終了しているが、より長期間の援助が必要な精神障害者は精神科病院に長期入院して

いる可能性があり、今後、長期入院精神障害者の地域移行が進むと、精神障害を主たる障

害とする事業所でも、アシスタント事業の利用期間が長期化する利用者、終結が難しい利

用者が出現する可能性があるのではないかとの指摘もあった。 

 

≪指定基準等≫ 

 ヒヤリング調査では、新制度に対する期待として、縛りの少なさ、他事業併給等の選択

肢の多さ、事業への参入のしやすさを求める声が多かった。これは障害者の支援に携わる

者に共通する「自立生活援助」創設に対する期待であろう。 

 

しかし、この事業への参入のしやすさについては、検討委員会では慎重な議論がなされ

た。 

アシスタント事業は「障害者への支援経験５年間以上の者」を１名以上専任で配置する

ことを要件にしており、そもそも従事者のハードルを上げた事業である。さらに、一定規

模以上の、障害者への相談支援等の実績がある法人等に委託して事業を拡げて来た経緯も

ある。その実情を踏まえ、その効果を担保するためには、事業への参入のしやすさには一

定の縛りを設けないと、同じ機能は果たせないのではないかとの議論になった。 

 

アシスタント事業は、支援の範囲は広くその分目的が不明確になることもある。訪問同

行を中心としたマンツーマンの支援が中心で、柔軟さが求められるだけに従事者の裁量が

大きい、と言った点はリスクにもなり得る。 

新しい事業が本来の目的を果たす事業になるには、他の様々な事業と同様に、従事者個

人の要件や資質以上に、法人及び事業所等の組織のガバナンス、マネジメント、職員のキ

ャリアパスを含めた人材育成の仕組み等、組織としての力量を重視すべきであろうとの意

見が趨勢であった。 
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以上の議論を踏まえ、検討委員会では、真に受益者にとって有効なサービスになり得て、

一人でも多くの障害者の一人暮らしが実現する制度となるためには、事業所指定について

は、事業所の規模等の一定の要件を設けるべきだろうとの結論になった。 

 

≪まとめ≫ 

ヒヤリング調査によって、事業所の考え方、具体的な利用者像と支援方法、「自立生活援

助」創設に対する事業者の期待と課題を把握することができた。 

 

以上を踏まえて検討した所、事業創設にあたっては、 

・一定の規模以上等の指定基準を設けることや、 

・横浜市がそうであったように自治体が事業所の指導と育成、事業所間の連携強化に力を

入れること、 

・従事者が単独で動くことを防ぎ、関係機関との連携を通して支援するように相談支援が

マネジメントする仕組みにすること、 

・利用者の目標への到達度、生活力と社会適応力の高まりを適切に評価し、支援が機能し

ているかどうかをきちんと見極め、利用者の自立を阻む過度な支援が続くことを防ぐ仕

組みを備えること、 

等が必要であろうと考えられた。
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第５章 総合考察 

 

 

 

 本調査研究事業は、平成 30 年度の「自立生活援助」創設に向けての検討の基礎資料を得

るために、既存の類似事業を調査対象に選び、障害者の一人暮らしを支える支援の実態把

握に取り組んだものである。 

本章では、調査の中心となった横浜市障害者自立生活アシスタント事業の実態や課題を

基に、「自立生活援助」の制度設計を念頭においた検討委員会での議論を踏まえて、考察を

する。 

 

 

１ 指定基準 

〇「自立生活援助」には、一定以上の規模及び実績がある法人及び事業所を念頭に置い

た指定基準を設けるべきではないか。 

 

 横浜市障害者自立生活アシスタント事業では、従事者の要件の高さが注目されがちだが、

今回の調査及び横浜市での実践から見ると、事業効果は寧ろ、その人材を擁する本体施設

と呼ばれる事業所又は受託法人の体制、マネジメント、バックアップに負うところが大き

い。 

「自立生活援助」は、単身で暮らす障害者の居宅への訪問を主体とするサービスであり、

様々な生活場面における個別の支援を適切に指導し、管理し介入できる体制が求められる。 

 

真に障害者の一人暮らしを実現する、新たな選択肢を提供するためのサービスとして発

展するためには、事業所の障害者支援に関する実績を担保する必要があり、定員等の事業

所の規模や、相談支援の実績等の一定の基準を設けるべきである。 

 

 

２ 対象者の外的基準 

〇「自立生活援助」の対象者の要件を明確にするべきではないか。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業は、「単身で暮らす障害者」を主な対象としてい

るが、横浜市単独事業と言うこともあり、利用者自身が事業を知って利用を希望すること

は寧ろ少なく、支援の必要性は、制度を良く知る関係機関からの申込や紹介を受けて、障

害者支援を担当する行政の相談員が判断する仕組みになっている。 

 

国制度となる「自立生活援助」に関しては、既に単身で暮らしている障害者について、「支

援が必要な障害者」と「必要ではない障害者」を分ける明確な外的基準を設けるべきとの

議論になったが、横浜市障害者自立生活アシスタント事業の実態からは、利用に関しても

終了に関しても、一定の客観的な基準で決定されている事実はなかった。 

 

横浜市単独事業であり、しかも１対１を基本とするきめ細かい支援なので、「既存の障害

福祉サービスで支えられるようになったら終了」と考えている事業所も複数あったが、そ

れも横浜市としての公式な基準ではなく、本調査から自立生活援助の対象者要件に関する、

明確な外的基準を見出すことは出来なかった。 

 

「自立生活援助」はその支援の性質上、共同生活援助、サテライト型住居及び宿泊型自
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立訓練と、地域定着支援の間に位置すると想定されるが、一方的に支援を受ける事業では

なく、生活訓練的要素が強い事業である。以上を踏まえて、横浜市障害者自立生活アシス

タント事業に準じて対象者を考えると、現時点では、単身等で暮らす障害者で、「相談と助

言により、自らの生活力及び社会適応力を高めることが見込まれる方」と考えた。 

 

３ 利用期間 

〇利用の長期化を防ぐために、一定期間毎に利用期間を見直す仕組みが必要ではない

か。 

  

サテライト型住居には、「概ね３年間」との基準が示されているが、横浜市障害者自立生

活アシスタント事業は期限が示されておらず、背景となる支援者の文化や考え方によって

支援が長期化する傾向が見られた。 

 

第７章第２節で示されたように、利用期間がより短い事業所は、利用目的達成者等が多

い可能性が高い。その為、「障害分野を問わず、利用期限の設定が必要である」との意見は

根強くあったが、その一方で、ヒヤリング調査では一律に期限を設けられることへの事業

者の抵抗と不安が多く語られており、一律の期限は「自立生活援助」への事業所の参入や

それによるグループホームからの移行が進まない原因になる可能性も考えられた。 

 

また、横浜市障害者自立生活アシスタント事業の利用期間の分布を見ても、1年未満の利

用者は 28％、１年以上３年未満が 31.1％、10年以上の利用者も 6.8％存在する等、適切な

利用期間の範囲は実態からも確認出来ず、一律の利用期限の基準を見出すことはこれもま

た困難であった。 

 

 従って、利用期間に関しては、計画相談支援の役割を重視し、一定期間毎に個別に計画

相談支援による見直しを行うことで、漫然と利用が長期化することを防ぐべきと考える。

また、サービスの利用終了と次のステップへの移行は、障害者にとって自信や達成感とな

ることが多いため、利用期間の見直しの際は、利用目的の達成度を適切に評価し、過度に

支援継続を図ることなく、終了に向けて利用者をエンパワメントする視点も強調するべき

である。 

 

 

４ グループホームから一人暮らしへの移行 

〇 「自立生活援助」の利用に関する広報及び啓発活動が必要ではないか。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業は、基本的には既に単身で暮らしている障害者

を対象にしており、グループホームの利用を終了して一人暮らしに移行した実績は多くは

確認できなかった。また、検討委員会では、横浜市以外の自治体でも、かつてグループホ

ームから一人暮らしへ移行する施策を進めようとしたが事業所の理解が得られずほとんど

進まなかったという意見もあった。また、施設からグループホームへ移行することにも不

安がある家族からすれば、グループホームから一人暮らしに移行することには抵抗がある

のは当然でもある。 

 

従って、「自立生活援助」の創設それ自体だけでは、既にグループホームに入居している

障害者がグループホームを出て一人暮らしに移行する動きは起こり難いと考えられる。し

かし、集団生活が苦手であったり、自立度は高いのに他の選択肢がなかったりで、グルー

プホームに留まり続けている障害者がいるのも事実である。 
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「自立生活援助」の創設に際しては、今後グループホームの利用者の要件が整理される

ことが必要ではあるが、併せて、相談支援及びグループホーム事業所等事業者への集中

的な情報提供及び啓発を行う必要がある。障害者やその家族に、新たな選択肢を提案で

きる立場の人が事業の効果と趣旨を正確に理解する必要があるからである。 

 

「訪問による生活支援」は、障害福祉ではまだ新しい概念である。知的障害や精神障害

のように、理解や判断、コミュニケーション等の生活全般にわたる障害がある障害者を、

時間的には“点”である訪問で支えると言う支援の枠組みはまだイメージが湧かない支援

者が多い。その点も踏まえて、訪問による支援の実践例を踏まえた具体的な情報提供を通

して、支援者の意識を変える働き掛けを進めて行く必要がある。 

 

新しいサービスの成否は支援者の意識をどれだけ変えられるかに掛かっている。この支

援者の意識改革が進むと、グループホームからの移行だけではなく、地域移行での活用

も一気に進む可能性がある。「自立生活援助」が提供する「障害者の一人暮らしを支え

る支援」が、障害者のノーマラーゼーションをさらにもう一歩先に進める施策となり得

る事を丁寧に説明し、事業者の参入を促す努力が求められる。本調査研究事業もその一

助となるよう、本報告書を当財団のホームページに掲示するとともに、調査研究の結果

を研修会等で発表する等で周知を図り、「障害者の一人暮らしを支える支援」の普及啓

発に努めたい。 

 

 

５ 従事者の要件、人材確保と専任・兼任の別 

〇「訪問による支援」を適切な頻度で提供するには、「専任」職員が必要ではないか。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタントでは、「障害者への支援経験が５年以上の職員」を「1

名以上専任で配置」することを条件にしている。この点に関してヒヤリング調査では、ア

シスタント自身からは概ね妥当であるとの意見が聞かれている一方で、サテライト型住居

の事業者からは現実的にはその要件での配置は困難であるとの意見が多く聞かれた。 

人材確保が最大の課題である福祉職場では、「中堅以上の職員」を「専任」で確保すると

いう２点の両立はハードルが高く、国事業化にあたっては慎重な検討が必要であろう。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業では、「専任」職員が中心となり、「兼任」職員

や、配置された事業受託事業所のバックアップを受けながら、24 時間かつ 365 日の連絡体

制を確保して事業を実施している。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業では、電話やメール等の短時間の支援が活用さ

れてはいるが、支援の中心は「訪問による生活支援」である。「自立生活援助」も同様の事

業を目指すのであれば、まとまった時間の確保が必要である「訪問」「同行」等を適切な頻

度で提供できる体制を確保する必要があり、これには他の事業に忙殺されないために「専

任」要件が必要である。また、支援の進捗を管理するには一定の支援経験が必要であるが、

国事業化した場合は、その役割はサービス管理責任者または管理者のような立場の人が担

うことで支援の質は担保できるのではないか。 

 

「自立生活援助」の創設にあたっては、事業所のバックアップ体制は指定基準で確保し、

従事者の要件はサービス管理責任者または管理者のような立場の職員の配置と専任職員の

１名以上の配置に役割分担することで、横浜市障害者自立生活アシスタント事業と同様の

支援が実現することを期待したい。 

 



53 

 

 

６ 居宅介護との併用（同行と訪問） 

〇「居宅介護」の併用は、居宅介護の適正利用と従事者とのマッチングの向上、「自立

生活援助」の利用期間の適正化につながるのではないか。 

 

 本調査では、横浜市障害者自立生活アシスタント事業における「訪問による生活支援」

は、居宅介護による「代行」「家事援助」とは異なる援助方法と目的を持った支援であり、

さらに、「相談・助言」及び「コミュニケーション支援」を行うことにより「障害者の生活

力及び社会適応力を高める」ことを目的にした新たなサービスであることが明らかになっ

た。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業と居宅介護を同時に利用する障害者も一定の割

合で存在し、横浜市障害者自立生活アシスタント事業で利用者の生活力及び社会適応力の

向上と見極めが出来た時点で、居宅介護に支援を引き継いで利用が終了する場合が多い実

態も確認された。 

 

 特に、居宅以外の場所で行われる「同行」の行き先については、「医療機関」「行政機関」

「買物」「金融機関」の順に多く、自宅からの送り出しや往復の公共交通機関の利用の支援

と言うよりは、「診察室内」「行政機関の窓口」「商店」「銀行ＡＴＭの前」等の行った先で、

本来の目的を果たすために、理解や判断及びコミュニケーションを支援する「相談・助言」

及び「コミュニケーション支援」が行われている。 

「訪問」についても同様であり、居宅介護が行うような「代行」「家事援助」ではなく、

アシスタントの利用終了を見据えて、障害者自らができることの見極めと、できることを

増やす支援が行われていた。 

 

また、居宅介護と利用者の関係で言えば、そういった必ずしも障害特性には詳しくない

支援者による支援を利用者が上手く活用できるようになるために、双方にとっての仲人的

な「つなぎの支援」も行われていた。 

 

 「自立生活援助」の利用の長期化を防ぎ利用期間の適正化を図ると言う視点でも、アシ

スタントの介在によって、居宅介護の従事者の障害特性の理解が進むことによりマッチン

グの向上が図れると言う意味でも、利用者のできることを増やしてから居宅介護利用につ

なげることで居宅介護の適正利用につながると言う意味でも、併用は効果的である。 

 

 

７ サテライト型住居でのサービスの提供量 

〇サテライト型住居での支援は、集団での定型的な支援と個別での個別的な支援の両方が

提供されており、横浜市障害者自立生活アシスタント事業よりも手厚い生活支援が提供

されている可能性が高いのではないか。 

 

 「一人暮らしの障害者を支えるための支援」として、３つの調査対象を取り上げて比較

を行ったところ、共同生活援助におけるサテライト型住居利用者への一人当たりのサービ

ス提供量は、アシスタント事業の４倍以上と極めて多かった。 

 

支援内容を見ると、サテライト型住居の利用者は物理的には一人暮らしの形態を取って

いても、本体住居の利用者と同じように、本体住居を活用しての食事提供や面接、本体住

居の利用者と合同での送迎や買物支援等が定型的に提供されていることが多く、個別では

ない支援も多く含まれていた。 
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また、実質的な稼働日の考え方の問題もある。グループホームは基本的に年間を通して

毎日稼働であるが、横浜市障害者自立生活アシスタント事業の委託条件は、年間 250 日以

上の稼働を条件に、それに付加して本体施設のバックアップを受けながら夜間休日の緊急

時にも対応可能な連絡体制を整備し、必要に応じて対応すると言う２段構えの体制になっ

ている。横浜市障害者自立生活アシスタント事業の稼働日は実質平日の昼間のみで、年間

250 日程度なのである。 

 

今回の調査では、サテライト型住居も横浜市障害者自立生活アシスタント事業も同じ 31

日間で割り返して１日あたり及び１人あたりの支援量を算定したが、横浜市障害者自立生

活アシスタント事業は休日に支援を提供している事業所は少ないので、実質は 20 日稼働だ

った事業所がほとんどであったと推察される。 

 

いずれにしても、より一人暮らしに近く、利用者の生活の場に支援者が入っていくのが

横浜市障害者自立生活アシスタント事業であり、よりグループホームでの生活に近く、利

用者が本体住居での支援とサテライト型住居での支援、さらに言えば集団での定型的な支

援と個別の個別的な支援の両方を享受して、その結果手厚い生活支援が可能になっている

のがサテライト型住居での支援と言えるだろう。 

 

 

８ 地域社会における共生の実現 

〇「一人暮らしの障害者を支援する」と言うことは、障害者が地域社会の中で浮き上がら

ず、多様な人々の中に自然に溶け込み、暮らし続けられるようになることではないか。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業は、障害者本人の力を高めるためだけではなく、

アシスタントが利用者を取りまく環境に働き掛けることも期待されている。アシスタント

は、横浜市から「アシスタントは、利用者のためだけ、事業所のためだけ、には働かない

で下さい。地域のために働いて下さい」との指導を受け、「訪問専門のソーシャルワーカー」

「地域のためのソーシャルワーカー」として意識付けられている。 

 

アシスタントは、その性質上、利用者が暮らす普通の地域社会に入って行って、そこで

支援を行う。利用者が他のサービスを使っていない場合は、福祉や医療の関係機関が全く

いないこともある。そこで求められるのは、利用者と近隣住民との通訳役であったり、利

用者と周囲との人間関係を構築するための仲人役であったり、周囲の支える力を引き出す

コーディネーター役だったり、自分も何かに貢献したいと言う利用者の気持ちを具現化し

て地域に還元するプロデューサー役だったりする。 

 

実は、そこで大きいのは「３利用期間」でも触れたような、「支援には終わりがある」と

言う、利用期限の影響である。 

当財団は、平成 19 年度の事業受託以来、横浜市が終わりを意識するように指導を始める

前から、「正式利用６か月間（最大延長 1 年間）」と独自に利用期限を定めて事業を実施し

てきた。すると、アシスタントは既存のサービスだけでは利用者の個別のニーズを満たし

て終了することが出来ないので、インフォーマルサービスの活用が盛んになり、それで足

りない時は自らインフォーマルサービスを作り出すようにもなっていった。 

 

アシスタント自身に期限についての意見を聞くと「期限があるのは確かにきついけど、

期限があった方が良い支援ができると思う。自分がずっと支援できると思ったら誰もここ

まではしないだろう。期限が来たら自分はいずれいなくなる身だと思うと、自分がいなく

なっても本人を支えられる“誰か”を地域に作らなければという発想が自然に生まれる」

と答えた。 



55 

 

 

「一人暮らしの障害者を支援する」と言うことは、障害者が地域社会の中で浮き上がら

ず、多様な人々の中で、自然に溶け込むように暮らせるようになることではないか。 

 

アシスタントが利用者宅に定期的に訪れており、病気になった時は一緒に病院に行き、

薬とペットボトルを枕元に置いて翌朝また様子を見に来ている、元気になったと思ったら

あれこれ相談しながら近所の商店街で何やら一緒に買い物をしている…そんな姿を地域住

民は必ず見ている。 

 

そして、アシスタントが利用者に関わるのと同じ態度、同じ感覚、同じ雰囲気で、利用

者と地域住民の関係が始まり、アシスタントを介して「さっき外を歩いていたけど、今日

は調子が良いみたいよ」とか「あら、風邪ひいたの？。うちの風邪薬を持って行こうか？」

等の、地域の見守りや会話が生まれていく。 

 

横浜市障害者自立生活アシスタント事業が目指してきたのは、そういった利用者を取り

巻く小さな変化であり、それが地域社会における共生社会の実現につながると考えて取り

組んできた。「自立生活援助」にも、その精神が引き継がれることを願って、本調査研究事

業の括りとしたい。
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